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まちづくり推進部まちづくり計画課

中野区地区まちづくり条例に基づく地区計画住民原案（（仮称）上高田四丁目１７番～

１９番地区）について

上高田四丁目団地管理組合法人（以下「申出人」という。）が中野区地区まちづくり条例に

基づき、地区計画の住民原案の申出を行うことを検討している。そのため、申出人が現在検

討している地区計画住民原案の概要及び当該地区計画住民原案にかかる今後の想定スケジュ

ールについて報告を行う。

１ 地区計画等の申出制度の概要

地区計画等の申出制度とは、住民に最も身近な都市計画である地区計画等について、

住民側の発意で決定又は変更を申し出ることができる制度である。

当該制度については、都市計画法第１６条第３項（平成１２年法改正で創設）に、「市

町村（特別区含む）は、条例において、住民又は利害関係人から地区計画等に関する都

市計画の決定若しくは変更又は地区計画等の案の内容となるべき事項を申し出る方法を

定めることができる」と定められている。

中野区では、地区計画等の住民原案の申出に関する手続き等について、中野区地区ま

ちづくり条例及び同条例施行規則に定めており、同条例に、「地区計画等の住民原案の申

出があった時は、区長は当該地区計画等の住民原案の申出を踏まえた地区計画等の決定

又は変更をする必要があるかどうかを判断し、必要があると認めるときは、区が地区計

画等の原案を作成しなければならない。その判断に当たっては、区長はあらかじめ中野

区都市計画審議会の意見を聴かなければならない」と規定している。

なお、類似制度に都市計画法第２１条の２による都市計画提案制度があるが、都市計

画提案制度は、都市計画法により申請条件等（同意割合、面積等）が定められているの

に対して、地区計画等の申出制度は、地方公共団体が条例で申請条件等を設定すること

ができることから、柔軟な制度運用が可能である。

２ 地区計画の住民原案に係る届出

申出人は、上高田四丁目団地の耐震性の課題から、マンション再生を契機としたまち

づくりの実現に向けて、平成２４年に勉強会を発足し、区に相談しながらまちづくりに

関する学習や意見交換を行い、平成２７年には、まちづくりを実現するための都市計画

について、本格的な検討を開始した。その後、まちづくりの進め方について、区と情報

共有を図りながら、解消すべき地域課題の抽出と目指すまちの将来像の整理を行った。

そして、平成３１年３月、マンション再生を契機としたまちづくりの実現に当たって

は、地区計画の活用が有効であるとの判断から、「地区が抱える課題の解消を目指し、上

高田四丁目１７番の地区計画の住民原案の申出を検討する」との届出書を区へ提出し

た。

届出書の提出後、区は申出人に対して、中野区地区まちづくり条例に基づく申出に必

要な情報提供と協議を行ってきた。



３ 地区計画区域（案）

現時点で申出人が検討している地区計画区域（案）は、別紙１「地区計画区域（案）」

のとおり。

４ 地区及び周辺の現状と課題

区からの情報提供等を踏まえて、申出人が整理した地区及び周辺の現状と課題につい

ては、別紙２「地区及び周辺の現状と課題の整理」のとおり。

５ 当該地区計画住民原案にかかる今後の想定スケジュール

令和４年 ２月頃 申出人による地区計画住民原案にかかる近隣説明会

３月頃 地区計画住民原案の申出

４月～５月頃 中野区都市計画審議会（諮問）

（参考資料）

中野区地区まちづくり条例抜粋（地区計画等申出制度関連条文）



（参考）地区計画等の住民原案の申出にかかる手続きフロー

住民原案の申出にかかる届出

（条例第１６条第２項）

・区長から申出人に対する申出に必要な情報の提供等

・申出人による近隣説明会の開催による意見聴取

（条例第１６条第３・４項）

住民原案の申出

（条例第１６条第１項）

区都市計画審議会の意見聴取（諮問）

（条例第１６条第７項）

【区長が地区計画等の決定又は変更をする必要があ

ると判断した場合】

地区計画等を決定又は変更する旨を申出人に通

知、速やかに地区計画等の原案作成

（条例第１６条第５項）

地区計画等の原案にかかる手続き

（説明会・公告・縦覧）

（都市計画法第１６条第２項）

地区計画等の案にかかる手続き

（公告・縦覧）

（都市計画法第１７条第１項）

区都市計画審議会、都都市計画審議会への付議

都市計画決定

【区長が地区計画等の決定又は変更をする必要がないと

判断した場合】

地区計画等を決定又は変更しない旨及びその理由を住民

原案申出人に通知するとともに、通知内容の公表

（条例第１６条第６項）

【申出人が通知の内容に不服がある場合】

地区計画住民原案に係る再審査の申出

（条例第１７条第１項）

区都市計画審議会の意見聴取

（条例第１７条第４項）

【区長が当該地区計画

等の決定又は変更をす

る必要があると判断】

速やかに地区計画等の

原案の作成

（条例第１７条第２項）

【区長が地区計画等の決

定又は変更をする必要が

ないと判断】

地区計画等を決定又は変

更しない旨及びその理由

を住民原案申出人に通知

するとともに、通知内容

の公表

（条例第１７条第３項）

条例：中野区地区まちづくり条例

←現在の段階











中野区地区まちづくり条例抜粋（地区計画等申出制度関連条文）

（目的）

第１条 この条例は、中野区（以下「区」という。）の将来あるべきまちの姿の実現を目指して、区、区

民等及び事業者の責務を明らかにするとともに、区民等が主体的に参加する身近な地区のまちづくり

（以下「地区まちづくり」という。）に関する手続を定めることにより、区、区民等及び事業者の協働

によるまちづくりを推進することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 区民等 区内に住所を有する者、区内の土地所有者等、区内で事業を営む者及び区内の事業所に勤

める者をいう。

(2) 地区住民等 第６条第１項に規定する地区まちづくり構想の対象となる地区内に住所を有する者、

当該地区内の土地所有者等、当該地区内で事業を営む者及び当該地区内の事業所に勤める者をいう。

(3) 事業者 区内における市街地の整備に係る事業を行う者をいう。

(4) 土地所有者等 土地の所有権又は建物の所有を目的とする対抗要件を備えた地上権

若しくは賃借権を有する者をいう。

（都市計画提案の審査基準）

第１２条 都市計画提案については、法令に基づく都市計画に関する基準のほか、次に掲げる基準に基

づき審査するものとする。

(1) 中野区都市計画マスタープランその他の行政計画で定めるまちづくりの方針と整合していること。

(2) 安全で快適なまちづくりの推進に寄与し、公共の利益の増進に資することを目的とするものである

こと。

(3) 都市計画提案の目的及び内容に合理的な理由があること。

(4) 都市計画提案に係る区域に合理的な理由があること。

(5) 都市計画提案の周知を図るため、当該提案に係る区域及び当該区域の周辺の住民及び土地所有者等

（以下単に「住民等」という。）に対して、説明会が開催されていること。

(6) 都市計画提案に係る区域の周辺環境に配慮していること。

(7) 都市計画提案の内容が関係法令及びまちづくりに関する計画、方針等に適合していること。

(8) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要があると認める基準に即していること。

（地区計画等の住民原案の申出手続等）

第１６条 地区計画等の住民原案の申出をしようとする者（以下「住民原案申出人」という。）は、規則

で定めるところにより区長に地区計画等の住民原案の申出をしなければならない。

２ 住民原案申出人は、地区計画等の住民原案の申出をしようとするときは、その旨をあらかじめ区長

に届け出なければならない。

参考資料



３ 区長は、前項に規定する届出があったときは、住民原案申出人に対して申出に必要な情報の提供等

を行うものとする。

４ 住民原案申出人は、地区計画等の住民原案についてその住民原案に係る区域内の住民等に対し説明

会を開催し、当該住民等の意見を十分に聴取するとともに、地区計画等の住民原案が土地利用の規制の

変更に関する事項を含むときは、その住民原案に係る区域内及び区域の周辺の住民等を対象として説

明会を開催し、当該住民等の意見を十分に聴取しなければならない。

５ 区長は、地区計画等の住民原案の申出があったときは、第１２条に規定する基準に基づいて、当該地

区計画等の住民原案の申出を踏まえた地区計画等の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断し、

当該地区計画等の決定又は変更をする必要があると認めるときは、その旨を住民原案申出人に通知す

るとともに、速やかに地区計画等の原案を作成しなければならない。

６ 区長は、地区計画等の住民原案の申出を踏まえた地区計画等の決定又は変更をする必要がないと判

断したときは、その旨及びその理由を住民原案申出人に通知するとともに、その内容を公表しなければ

ならない。

７ 区長は、前２項に規定する判断をするに当たっては、あらかじめ中野区都市計画審議会の意見を聴

かなければならない。

（地区計画等の住民原案に係る再審査の手続）

第１７条 住民原案申出人は、前条第６項に規定する通知の内容に不服があるときは、同項に規定する

公表の日の翌日から起算して２週間以内に、区長に対して当該地区計画等の住民原案の再審査を申し

出ることができる。

２ 区長は、前項に規定する申出があったときは、地区計画等の住民原案を踏まえた地区計画等の決定

又は変更をする必要があるかどうかを判断し、当該地区計画等の決定又は変更をする必要があると認

めるときは、その旨を住民原案申出人に通知するとともに、速やかに地区計画等の原案を作成しなけれ

ばならない。

３ 区長は、地区計画等の住民原案を踏まえた地区計画等の決定又は変更をする必要がないと判断した

ときは、その旨及びその理由を住民原案申出人に通知するとともに、その内容を公表しなければならな

い。

４ 区長は、前２項に規定する判断をするに当たっては、あらかじめ中野区都市計画審議会の意見を聴

かなければならない。


